
　厚労省保険局の「オンライン資格
確認導入に向けた準備作業の手引
き」で、この 11 月に追加的な導入
支援策が出された。「令和 3年3月ま
でに顔認証付きカードリーダーの申
込を行った医療機関・薬局に限定し
て、一定の補助上限まで定額補助を
行う」。それまでの一部補助から実
費 100％補助（42.9 万円を上限）と
するもので、デジタル化とマイナン
バー推進にあたって、医療機関や薬
局が啓発の窓口になってほしいとい
う国の願望でもある。 
　地域包括ケア、地域医療を担う薬
局にとって、ある意味、使命と言え
よう。ただ、オンライン資格確認の

導入に向けた準備、設備は複雑だ。
薬局独自で進めるには重荷であり、
効率も悪い。そこで依頼すべくはシ
ステムベンダーだ。
　「私どもではオンライン資格確認に
必要なシステム一式をパッケージ化
し、補助金 42.9 万円以内でご対応
いただけるようにしました」 　
　その金額の多寡はともかく、企業
努力があったことは容易に察しがつ
く。しかし國光社長は「約 3 割のシ
ェアをもつ弊社の役目と思い、
その薬局様と一緒になって進め
ていきたい」と述べる。

　急速なデジタル化やシステム

導入にあたっては、トラブルを懸念
して二の足を踏む経営者も少なくな
いだろう。同社では、オンライン資
格確認専用の電話窓口を設置して、
フォロー体制も整えている。
　導入に向けた準備作業は、顔認証
付きカードリーダーの申込み、シス
テムベンダーへの発注、導入・運用
準備、補助金申請の流れだ。「顔認
証付きカードリーダー申込」を 21
年 3 月末までに済ませれば、42.9 万
円を上限に補助金が得られる。
　こうした利点にも関わらず、「現状

では取り組む必要がない」などとす
る薬局も少なくない。制度に安易に
同調するのもリスクはある。 だが、
医薬連携、電子処方箋といったデジ
タル化の流れは止めようもなく、医
療の質の向上のためにも、今は前に
進むことが重要だろう。
　DX、そしてこのオンライン資格確
認では、新たな時代の医薬連携、ひ
いては社会保障制度の永続性を担う
一員として、薬局の覚悟が問われて
いるのではないだろうか。
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「一緒になってデジタル化推進をサポート」
　新型コロナも契機となって、国のデジタル化が進められているが、薬局
においても DX（デジタルトランスフォーメーション）は経営方針の柱の一
つに押し上げられている。特に 2021 年 3 月スタートの「オンライン資格
確認制度」はマイナンバーカード普及・利活用推進と重なって、今後の電
子処方箋、薬剤情報共有のリアルタイム化につながる “登竜門”。厚労省
保険局の加速化プラン、補助金は実費 100% としたことも、国の期待値
の表れにほかならない。「薬局独自の取り組みだけでは限界がある。シス
テムベンダーとして、私どもも一緒になってデジタル化推進をサポートし
ていきたい」と語る、EMシステムズの國光宏昌社長に伺った。
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補助金実費100％　パッケージ商品化で対応

専用の電話窓口でフォロー

シェア3割のベンダーの役目

未収金管理・レセプト返戻業務の大幅な軽減
受付窓口ですぐに資格確認ができるため未収金の管理・資格喪失によ
るレセプト返戻を大幅に減らすことができる。
（例）
１か月の平均処方箋枚数︓1,200 枚（処方箋単価︓7,000 円）
資格喪失患者が全体の 1％（12 名）とした場合
損失額は 7,000 円 ×12 枚＝84,000 円／月

オンライン資格確認メリット（1例）

「加速化プラン」と新たな費用補助（実費補助）


